
　今年も余すところ一月弱。そこ
で、迫り来る「2007年問題」を考
えてみよう。2007年は1947～
1951年のベビーブーム期に生ま
れた「団塊世代」が定年を迎え始め
る年。第一生命経済研究所の試算
によれば、2007年から2009年
までに約105万も雇用者が減ると
いう。これだけ多くの働き手が一
斉にビジネスの現場から消えるこ
とで、深刻な労働力不足となるこ
とが懸念されているわけだ。
　数の問題だけではない。日本の
経済成長を支えてきた団塊世代が
いなくなることで、技術やノウハ
ウがうまく伝承されず、日本の産
業は地盤沈下してしまうのではな
いか。オジサマたちがごっそりい

なくなれば、丸の内のオフィスも
がらんとしてしまい、不動産市場
に影を落とすことも考えられる。
　さらに今後３年間で総額50兆
円にも上るといわれる退職金の支
払いで、中小企業などでは経営基
盤が揺らぎ、退職金倒産もあるか
もしれないと、笑えない冗談まで
聞こえてくる。同時に、それでな
くとも財政難に陥っている年金や
介護保険の利用者が急激に増える
ことになるわけで、制度を支える
現役世代はますます荷が重くなる
だろう。
　では、「2007年問題」は悪いこ
とばかりなのかといえば、そうで
もない。たとえば団塊世代の穴を
埋めるべく、企業の採用意欲が増

すことになれば、若い世代が希望
の職に就きやすくなる。賃金の高
い人たちがまとめていなくなるこ
とで、人件費の総額が圧縮され、
みんなの給料やボーナスがアップ
する可能性だってあるわけだ。ま
た、多額の退職金を手にしたシニ
ア層が、平日にレジャーやスポー
ツ、買い物などを楽しめば、個人
消費が増えて景気が良くなり、地
域の活性化にもつながるだろう。
　シティ読者にとっては、まさに
父親世代の大転換期。これをプラ
スに生かすもマイナスにするも、
みんなの気持ち次第。日本の明る
い未来のために、親たちにはます
ます元気でいてもらい、私たちは
若い力を存分に発揮しよう。
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